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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上収益 営業利益 税引前利益 四半期利益
親会社の

所有者に帰属する
四半期利益

四半期包括利益
合計額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 424,017 13.5 18,880 22.6 18,642 22.1 12,626 14.5 12,190 14.3 14,955 26.9

2026年３月期第１四半期 373,669 3.6 15,400 △9.2 15,269 △11.4 11,029 △17.3 10,662 △17.7 11,783 △41.5

基本的１株当たり
四半期利益

希薄化後１株当たり
四半期利益

円 銭 円 銭

2027年３月期第１四半期 5.54 5.46

2026年３月期第１四半期 4.86 4.81

EBITDA 調整後EBITDA 調整後四半期利益 調整後EPS

百万円 百万円 百万円 円 銭

2027年３月期第１四半期 28,744 26,488 14,884 6.67

2026年３月期第１四半期 24,085 21,777 12,780 5.76

資産合計 資本合計
親会社の所有者に

帰属する持分
親会社所有者
帰属持分比率

百万円 百万円 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 626,972 240,875 221,420 35.3

2026年３月期 620,535 238,788 219,499 35.4

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 － 5.50 － 6.00 11.50

2027年３月期 －

2027年３月期（予想） 6.50 － 6.50 13.00

１．2027年３月期第１四半期の連結業績（2026年４月１日～2026年６月30日）

（注）EBITDA：営業利益＋減価償却費

調整後EBITDA：営業利益＋減価償却費（使用権資産の減価償却費のうち家賃等相当額を除く）＋（－）未払有給休暇の増額（減額）

＋株式報酬費用－（＋）その他の収益（費用）－（＋）その他恒常的でない収益（損失）

調整後四半期利益：親会社の所有者に帰属する四半期利益±調整項目（非支配株主帰属分除く）±調整項目の一部に係る税金費用

調整項目：＋（－）未払有給休暇の増額（減額）＋株式報酬費用 －（＋）その他の収益（費用）

－（＋）その他恒常的でない収益（損失）＋企業結合により生じた無形資産の償却額

調整後EPS：調整後四半期利益/(期中平均発行済株式数－期中平均自己株式数)

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無



（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上収益 営業利益 税引前利益 当期利益
親会社の所有者に
帰属する当期利益

基本的１株当たり
当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 809,700 7.6 35,000 △4.4 34,800 △3.3 23,800 △4.2 23,000 △4.1 10.13

通期 1,665,000 7.0 71,000 6.7 70,500 8.6 46,500 3.8 44,500 4.2 19.60

調整後EBITDA 調整後当期利益 調整後EPS

百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 47,200 6.4 25,900 3.9 11.41

通期 97,000 10.0 51,500 6.6 22.68

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2027年３月期１Ｑ 2,278,437,810株 2026年３月期 2,278,437,810株

②  期末自己株式数 2027年３月期１Ｑ 47,786,318株 2026年３月期 47,765,002株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2027年３月期１Ｑ 2,200,964,711株 2026年３月期１Ｑ 2,193,217,526株

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

①  ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：無

②  ①以外の会計方針の変更                ：有

③  会計上の見積りの変更                  ：無

（注）詳細は、添付資料Ｐ.12「２．要約四半期連結財務諸表（５）要約四半期連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更）」をご覧ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

(注）期末自己株式数には、「役員報酬BIP信託口」及び「株式付与ESOP信託口」が保有する当社株式（2027年３月期１Ｑ20,936,605株、

2026年３月期21,367,220株）が含まれております。また「役員報酬BIP信託口」及び「株式付与ESOP信託口」が保有する当社株式

を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（任意）

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　当該資料のうち、将来の見通し及び計画に基づく予測には、不確実な要素が含まれており、変動する可能性を有し

ております。従って、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績は現時点での当

社の判断に対して大きく異なる可能性もあります。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

　当社グループは、日本国内では人材派遣及び人材紹介など幅広く人材関連サービスを提供しております。ま

た、アジア・パシフィック（APAC）地域では人材サービス事業及びファシリティマネジメント事業などを、欧米

地域ではAIドリブンの人材派遣プラットフォーム事業を展開しております。

　日本国内において人材需給が引き続き逼迫する中、当社グループは、2026年５月に公表した中期経営計画

FY2028の方針に基づき、基盤事業であるStaffing SBU、BPO SBU、Asia Pacific SBU（SBU：Strategic Business 

Unit）の着実な成長を図るとともに、成長事業であるCareer SBU及びTechnology SBUの事業拡大に取り組みまし

た。その結果、当第１四半期連結累計期間においては、2025年10月に取得したGojob SASの寄与や、為替影響な

どにより、グループ全体の売上収益は、424,017百万円（前年同期比13.5％増）となりました。利益面では、売

上総利益は堅調に増加し、グループ全体の調整後EBITDAは、26,488百万円（同21.6％増）、営業利益は、18,880

百万円（同22.6％増）となりました。また、税引前四半期利益は、18,642百万円（同22.1％増）、親会社の所有

者に帰属する四半期利益は、12,190百万円（同14.3％増）となりました。

　（注）調整後EBITDA：営業利益＋減価償却費（使用権資産の減価償却費のうち家賃等相当額を除く）＋（－）

未払有給休暇の増額（減額）＋株式報酬費用－（＋）その他の収益（費用）－（＋）そ

の他恒常的でない収益（損失）

　（為替）

　期中平均為替レート：（豪ドル）前第１四半期連結累計期間: 92.6円、当第１四半期連結累計期間: 113.1円

　セグメントの業績（セグメント間内部取引消去前）は次のとおりであります。

a.　Staffing SBU

　本セグメントは、国内で事務領域を中心に幅広い業種に対応した人材派遣事業に加え、事務職を中心とした

人材紹介事業などを展開しております。

　当第１四半期連結累計期間における売上収益は、158,256百万円（前年同期比3.4％増）、調整後EBITDAは、

11,674百万円（同13.8％増）、営業利益は、9,937百万円（同12.2％増）となりました。

　売上収益は、前年同期比で就業日数が１営業日少なかったものの、主に派遣就業者数が前年同期比で

0.6％、請求単価が2.5％増加したことなどにより堅調に進捗し、増収となりました。また、調整後EBITDA及び

営業利益は、販売費及び一般管理費最適化の取り組みが進んでいることなどにより、増益となりました。

b.　BPO SBU

　本セグメントは、公共・民間企業の業務オペレーション支援の受託請負（BPO事業）、コンタクトセンター・

セールスマーケティングなどのコミュニケーションの受託請負（CX事業）、人事・テクノロジー領域のコンサ

ルティング事業を展開しております。

　当第１四半期連結累計期間における売上収益は、35,936百万円（前年同期比5.7％増）、調整後EBITDAは、

1,257百万円（同0.7％減）、営業利益は、474百万円（同48.0％増）となりました。

　売上収益は、労働力不足を背景に、リソース補完や業務効率化を目的としたアウトソーシング需要は引き続

き増加傾向にあるなか、BPO事業及びCX事業がけん引し、増収となりました。また、調整後EBITDAは、システ

ム投資などの費用先行によりほぼ横ばいとなりましたが、営業利益は、調整項目に含まれる未払有給休暇の影

響などにより、増益となりました。

c.　Technology SBU

　本セグメントは、当社グループ社員によるIT領域の設計・開発の受託請負及び専門技術者の派遣（IT・DXソ

リューション事業）、同社員によるエンジニアリング領域の設計・開発の受託請負及び専門技術者の派遣（エ

ンジニアリング事業）、登録型派遣社員などによる上記領域の技術者派遣（登録型派遣・フリーランス事業）

を展開しております。

　当第１四半期連結累計期間における売上収益は、31,179百万円（前年同期比6.6％増）、調整後EBITDAは、

1,238百万円（同42.8％増）、営業利益は、190百万円（同49.4％増）となりました。

　売上収益は、IT・DXソリューション事業及びエンジニアリング事業における継続的なエンジニア採用強化に

よるエンジニア社員数の増加などにより、増収となりました。また、調整後EBITDA及び営業利益は、増収効果

に加え、前年同期に発生したグループ内案件の遅延影響が解消したことなどにより、増益となりました。
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d.　Career SBU

　本セグメントは、顧客企業の正社員の中途採用活動を支援する人材紹介事業や求人メディア事業、プロフェ

ッショナル人材活用を支援する副業・フリーランス事業などを展開しております。

　当第１四半期連結累計期間における売上収益は、38,678百万円（前年同期比1.7％減）、調整後EBITDAは、

9,351百万円（同10.5％減）、営業利益は、7,878百万円（同13.2％減）となりました。

　売上収益は、顧客企業の厳選採用傾向継続に加えて、dodaとdoda XのID統合に伴うログイン導線不備による

一部ユーザー離脱の影響もあり、減収となりました。なお、副業・フリーランス事業（HiPro）は好調に推移

しております。また、調整後EBITDA及び営業利益は、AI投資及びハイクラス領域の強化に伴う費用の増加など

により、減益となりました。

e.　Asia Pacific SBU

　本セグメントは、アジア地域で人材サービス事業、豪州においては人材サービス事業及びファシリティマネ

ジメント事業などを展開しております。

　当第１四半期連結累計期間における売上収益は、145,441百万円（前年同期比26.0％増）、調整後EBITDA

は、4,121百万円（同96.0％増）、営業利益は、2,871百万円（同132.2％増）となりました。

　売上収益は、主に為替影響により、増収となりました。また、調整後EBITDA及び営業利益は、為替影響に加

え、システム刷新に係る費用が前年同期比で減少したことや、人件費を中心とした費用最適化により、増益と

なりました。
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2026年３月期
2027年３月期

第１四半期連結累計期間

売上収益営業利益率 4.3％ 4.5％

売上収益調整後EBITDA比率 5.7％ 6.2％

流動比率 107.7％ 107.0％

固定比率 129.9％ 129.4％

固定長期適合率 98.3％ 99.1％

親会社所有者帰属持分比率 35.4％ 35.3％

Net Debt/Equity（倍） △0.24 △0.22

（２）当四半期の財政状態の概況

①資産、負債及び資本の状況

　総資産は前連結会計年度末に比べ6,437百万円の増加となりました。流動資産は5,094百万円増加し、非流動資

産は1,342百万円増加となりました。流動資産の主な増加要因は、現金及び現金同等物が2,374百万円減少した一

方、契約資産が3,923百万円、その他の流動資産が3,958百万円増加したことであります。非流動資産の主な増加

要因は、使用権資産が2,731百万円減少した一方、その他の金融資産が2,169百万円、のれんが1,347百万円増加

したことであります。

　負債は前連結会計年度末に比べ4,350百万円の増加となりました。流動負債は7,001百万円増加し、非流動負債

は2,650百万円減少となりました。流動負債の主な増加要因は、未払法人所得税が6,196百万円減少した一方、営

業債務及びその他の債務が7,442百万円、その他の流動負債が2,279百万円増加したことであります。非流動負債

の主な減少要因は、リース負債が2,232百万円減少したことであります。

　資本は前連結会計年度末に比べ2,086百万円の増加となりました。これは主に剰余金の配当13,384百万円の支

払、親会社の所有者に帰属する四半期利益12,190百万円の計上などにより利益剰余金が1,133百万円減少した一

方、その他の資本の構成要素が2,290百万円増加しており、主にその内訳である在外営業活動体の換算差額が為

替相場の変動の影響により2,142百万円増加したことによるものであります。

②事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

③キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ2,374百万円減少し、82,643百万円となりました。

　当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、20,448百万円となりました（前年同期は13,751百万円の獲得）。これは主

に、税引前四半期利益が18,642百万円、減価償却費及び償却費が9,864百万円となった一方、法人所得税の支払

額が11,012百万円となったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、6,037百万円となりました（前年同期は5,014百万円の使用）。これは主に、

無形資産の取得による支出が3,379百万円、有形固定資産の取得による支出が1,897百万円となったことによるも

のであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、17,191百万円となりました（前年同期は6,209百万円の使用）。これは主

に、配当金の支払額が13,309百万円となったことによるものであります。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
（2026年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2026年６月30日）

資産

流動資産

現金及び現金同等物 85,018 82,643

営業債権及びその他の債権 205,573 205,206

契約資産 31,475 35,399

その他の金融資産 240 194

その他の流動資産 13,056 17,014

流動資産合計 335,364 340,458

非流動資産

契約資産 5,772 5,712

有形固定資産 11,561 12,460

使用権資産 54,034 51,303

のれん 94,019 95,366

無形資産 59,941 59,858

持分法で会計処理されている投資 1,326 1,316

その他の金融資産 26,004 28,173

繰延税金資産 30,712 30,708

その他の非流動資産 1,798 1,613

非流動資産合計 285,171 286,514

資産合計 620,535 626,972

２．要約四半期連結財務諸表

（１）要約四半期連結財政状態計算書
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（単位：百万円）

前連結会計年度
（2026年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2026年６月30日）

負債及び資本

負債

流動負債

営業債務及びその他の債務 121,279 128,722

社債及び借入金 20,745 22,546

リース負債 20,138 19,810

その他の金融負債 1,737 1,689

未払法人所得税 14,766 8,570

引当金 1,280 2,046

契約負債 8,259 9,543

その他の流動負債 123,062 125,341

流動負債合計 311,269 318,271

非流動負債

社債及び借入金 11,889 11,897

リース負債 31,339 29,106

その他の金融負債 9,440 9,622

引当金 8,423 7,677

繰延税金負債 5,601 5,675

その他の非流動負債 3,781 3,846

非流動負債合計 70,476 67,826

負債合計 381,746 386,097

資本

資本金 17,479 17,479

資本剰余金 △14,790 △14,125

利益剰余金 206,372 205,238

自己株式 △10,261 △10,162

その他の資本の構成要素 20,699 22,990

親会社の所有者に帰属する持分合計 219,499 221,420

非支配持分 19,289 19,454

資本合計 238,788 240,875

負債及び資本合計 620,535 626,972
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2026年４月１日

至　2026年６月30日）

売上収益 373,669 424,017

売上原価 △285,213 △328,772

売上総利益 88,456 95,244

販売費及び一般管理費 △73,049 △76,090

その他の収益 150 260

その他の費用 △157 △533

営業利益 15,400 18,880

金融収益 152 357

金融費用 △453 △801

持分法による投資損益（△は損失） 168 206

税引前四半期利益 15,269 18,642

法人所得税費用 △4,239 △6,015

四半期利益 11,029 12,626

四半期利益の帰属

親会社の所有者 10,662 12,190

非支配持分 366 436

四半期利益 11,029 12,626

１株当たり四半期利益

基本的１株当たり四半期利益（円） 4.86 5.54

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 4.81 5.46

（２）要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書

（要約四半期連結損益計算書）
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2026年４月１日

至　2026年６月30日）

四半期利益 11,029 12,626

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金

融資産
16 211

確定給付制度の再測定 △19 △2

純損益に振り替えられることのない項目合計 △2 208

純損益に振り替えられる可能性のある項目

在外営業活動体の換算差額 763 2,120

持分法適用会社におけるその他の包括利益に対す

る持分
△6 －

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計 757 2,120

税引後その他の包括利益 754 2,328

四半期包括利益 11,783 14,955

四半期包括利益の帰属

親会社の所有者 11,417 14,541

非支配持分 365 413

四半期包括利益 11,783 14,955

（要約四半期連結包括利益計算書）
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（単位：百万円）

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

在外営業活
動体の換算
差額

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産

2025年４月１日残高 17,479 △7,728 185,466 △13,448 4,270 3,701

四半期利益 － － 10,662 － － －

その他の包括利益 － － － － 757 17

四半期包括利益合計 － － 10,662 － 757 17

自己株式の取得 － － － △0 － －

自己株式の処分 － 15 － 83 － －

配当金 － － △11,092 － － －

株式報酬取引 － 812 － － － －

企業結合による変動 － － － － － －

その他の資本の構成要素から利

益剰余金への振替
－ － － － － －

所有者との取引額合計 － 827 △11,092 83 － －

2025年６月30日残高 17,479 △6,901 185,036 △13,365 5,028 3,719

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 合計

その他の資本の構成要素

合計
確定給付制度
の再測定

合計

2025年４月１日残高 △107 7,864 189,633 16,749 206,382

四半期利益 － － 10,662 366 11,029

その他の包括利益 △19 755 755 △0 754

四半期包括利益合計 △19 755 11,417 365 11,783

自己株式の取得 － － △0 － △0

自己株式の処分 － － 98 － 98

配当金 － － △11,092 △208 △11,301

株式報酬取引 － － 812 － 812

企業結合による変動 － － － － －

その他の資本の構成要素から利

益剰余金への振替
－ － － － －

所有者との取引額合計 － － △10,181 △208 △10,390

2025年６月30日残高 △127 8,620 190,869 16,906 207,775

（３）要約四半期連結持分変動計算書

前第１四半期連結累計期間（自　2025年４月１日　至　2025年６月30日）
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（単位：百万円）

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

在外営業活
動体の換算
差額

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産

2026年４月１日残高 17,479 △14,790 206,372 △10,261 18,600 2,169

四半期利益 － － 12,190 － － －

その他の包括利益 － － － － 2,142 210

四半期包括利益合計 － － 12,190 － 2,142 210

自己株式の取得 － － － △0 － －

自己株式の処分 － △35 － 99 － －

配当金 － － △13,384 － － －

株式報酬取引 － 699 － － － －

企業結合による変動 － － － － － －

その他の資本の構成要素から利

益剰余金への振替
－ － 60 － － △60

所有者との取引額合計 － 664 △13,323 99 － △60

2026年６月30日残高 17,479 △14,125 205,238 △10,162 20,743 2,319

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 合計

その他の資本の構成要素

合計
確定給付制度
の再測定

合計

2026年４月１日残高 △70 20,699 219,499 19,289 238,788

四半期利益 － － 12,190 436 12,626

その他の包括利益 △2 2,351 2,351 △22 2,328

四半期包括利益合計 △2 2,351 14,541 413 14,955

自己株式の取得 － － △0 － △0

自己株式の処分 － － 64 － 64

配当金 － － △13,384 △256 △13,640

株式報酬取引 － － 699 － 699

企業結合による変動 － － － 8 8

その他の資本の構成要素から利

益剰余金への振替
－ △60 － － －

所有者との取引額合計 － △60 △12,620 △248 △12,868

2026年６月30日残高 △72 22,990 221,420 19,454 240,875

当第１四半期連結累計期間（自　2026年４月１日　至　2026年６月30日）
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2026年４月１日

至　2026年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期利益 15,269 18,642

減価償却費及び償却費 8,685 9,864

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加） 3,011 1,963

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少） 3,122 6,599

契約資産の増減額（△は増加） △651 △3,254

前払費用の増減額（△は増加） △2,253 △3,096

未払消費税等の増減額（△は減少） 4,041 5,738

未払賞与の増減額（△は減少） △10,970 △10,754

未払有給休暇の増減額（△は減少） 1,998 2,469

その他 4,301 3,212

小計 26,554 31,384

利息及び配当金の受取額 248 452

利息の支払額 △241 △375

法人所得税の支払額又は還付額（△は支払） △12,809 △11,012

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,751 20,448

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △835 △1,897

無形資産の取得による支出 △3,250 △3,379

投資の取得による支出 △100 △356

投資の売却及び償還による収入 4 245

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 － △452

その他 △832 △197

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,014 △6,037

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 20,000 22,000

短期借入金の返済による支出 － △10,000

長期借入金の返済による支出 △10,000 △10,182

リース負債の返済による支出 △4,976 △5,461

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △11,031 △13,309

その他 △200 △239

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,209 △17,191

現金及び現金同等物に係る換算差額 91 406

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,618 △2,374

現金及び現金同等物の期首残高 82,818 85,018

現金及び現金同等物の四半期末残高 85,436 82,643

（４）要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）要約四半期連結財務諸表に関する注記事項

（適用される財務報告の枠組み）

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第５条第

２項（ただし、同基準第５条第５項に定める記載の省略を適用）に準拠して作成しており、国際会計基準第34号

「期中財務報告」で求められる開示項目及び注記の一部を省略しております。

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（要約四半期連結損益計算書）

　前連結会計年度において「売上原価」に含めていた紹介事業に係る一部の登録者募集広告費（リスティング広

告費等）については、当第１四半期連結累計期間より「販売費及び一般管理費」として計上する方法に変更して

おります。

　当該登録者募集広告費は、従来は短期的に紹介収益と対応すると考えられていましたが、近年においては、当

該広告経由の登録者に係る紹介収益の計上までの期間が長期化していることに加え、「転職の意思が顕在化して

いない段階においても転職サービスへ登録する」という利用者行動の変化が見られております。

　さらに、パーソルキャリア株式会社内の中期経営計画において、パーソルキャリア株式会社が提供するdoda

を、従来の「転職サービス」から「キャリアプラットフォームサービス」へと発展させていく方針が掲げられて

おり、当該広告費は将来の収益獲得に向けた先行投資としての性格が強まっており、売上収益との関連性が従来

よりも間接的になっております。

　このような状況を踏まえ、当該費用の性質を見直した結果、売上原価として計上するよりも販売費及び一般管

理費として計上することが、段階損益をより適切に表示するものと判断し、会計方針の変更を行いました。

　当該会計方針の変更は遡及適用されており、前第１四半期連結累計期間の要約四半期連結損益計算書について

は、売上原価が1,991百万円減少し、販売費及び一般管理費が同額増加しております。これによる営業利益への影

響はありません。

　なお、前連結会計年度の期首の資本に対する累積的影響及び前連結会計年度に係る１株当たり利益に対する影

響はありません。

（セグメント情報）

(1）報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社グループは、戦略立案機能及び推進力の強化や責任の明確化を図り、変化の速い事業環境に対する機動

的な経営判断を実現し、さらなる成長を目指す目的で、「Staffing」「BPO」「Technology」「Career」

「Asia Pacific」の５つの報告セグメントにて運営しております。

（報告セグメントの変更等に関する事項）

　当社グループは、グループ内再編を行ったことに伴い、2025年８月１日付で「その他」の区分に計上してい

た一部事業を各セグメントに帰属しない「調整額」へ変更しております。

　前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記載して

おります。

(2）報告セグメントに関する情報

　報告セグメントの利益は調整後EBITDA（営業利益＋減価償却費（使用権資産の減価償却費のうち家賃等相当

額を除く）＋（－）未払有給休暇の増額（減額）＋株式報酬費用－（＋）その他の収益（費用）－（＋）その

他恒常的でない収益（損失））であります。

　なお、セグメント間の売上収益は、市場実勢価格に基づいております。
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額

（注）２
連結

Staffing BPO Technology Career
Asia

Pacific
計

売上収益

外部収益 150,985 32,019 26,868 38,712 115,421 364,006 9,670 373,677 △8 373,669

セグメント間収益 2,041 1,970 2,390 636 － 7,039 3,519 10,558 △10,558 －

 合計 153,027 33,989 29,259 39,348 115,421 371,046 13,190 384,236 △10,566 373,669

セグメント利益又は損

失（△）
10,254 1,265 867 10,451 2,102 24,942 △903 24,038 △2,260 21,777

減価償却費（使用権

資産の減価償却費の

うち家賃等相当額を

除く）

△3,567

未払有給休暇の増減

額
△1,988

株式報酬費用 △814

その他の収益 150

その他の費用 △157

営業利益 15,400

金融収益 152

金融費用 △453

持分法による投資損

益
168

税引前四半期利益 15,269

前第１四半期連結累計期間（自　2025年４月１日　至　2025年６月30日）
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額

（注）２
連結

Staffing BPO Technology Career
Asia

Pacific
計

売上収益

外部収益 155,965 34,113 28,904 38,345 145,441 402,770 21,196 423,967 49 424,017

セグメント間収益 2,291 1,823 2,275 332 0 6,722 3,558 10,281 △10,281 －

 合計 158,256 35,936 31,179 38,678 145,441 409,493 24,755 434,249 △10,231 424,017

セグメント利益又は損

失（△）
11,674 1,257 1,238 9,351 4,121 27,644 △50 27,593 △1,105 26,488

減価償却費（使用権

資産の減価償却費の

うち家賃等相当額を

除く）

△4,249

未払有給休暇の増減

額
△2,385

株式報酬費用 △699

その他の収益 260

その他の費用 △533

営業利益 18,880

金融収益 357

金融費用 △801

持分法による投資損

益
206

税引前四半期利益 18,642

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間

セグメント間取引消去 △39,277 △49,138

全社収益※１ 42,443 52,407

全社費用※２ △5,426 △4,374

合計 △2,260 △1,105

当第１四半期連結累計期間（自　2026年４月１日　至　2026年６月30日）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、グループ全体に係る事業並びに

教育研修、障がい者に関連する事業、人材採用・人材管理などのデジタルソリューションサービスの提供や

インキュベーションプログラムを通じた新規事業の創出に関する事業などを行っております。

２．調整額は以下のとおりであります。

（セグメント利益又は損失）

※１．全社収益は、主にグループ会社からの業務管理料及び受取配当金であります。

※２．全社費用は、主に当社におけるグループ管理に係る費用であります。
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　前第１四半期連結累計期間
（自　2025年４月１日

　　至　2025年６月30日）

　当第１四半期連結累計期間
（自　2026年４月１日

　　至　2026年６月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 10,662 12,190

四半期利益調整額（百万円） － －

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益（百万円）
10,662 12,190

加重平均普通株式数（千株） 2,193,217 2,200,964

普通株式増加数

株式報酬（千株） 25,088 31,212

希薄化後の加重平均普通株式数（千株） 2,218,305 2,232,177

基本的１株当たり四半期利益（円） 4.86 5.54

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 4.81 5.46

（１株当たり利益）

　基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四半期利益は、以下のとおりであります。

（第１四半期連結累計期間）

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年8月7日

パーソルホールディングス株式会社

　　 取締役会　御中

有限責任監査法人 ト　ー　マ　ツ

　　 東　　京　　事　　務　　所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 戸　　津　　　禎　　介

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 田　　嶌　　　照　　夫

監査人の結論

　当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているパーソルホールディングス株式会社の2026年4月1日か

ら2027年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2026年4月1日から2026年6月30日まで）及び第1四半期連

結累計期間（2026年4月1日から2026年6月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状

態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連

結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表に関する注記事項について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財

務諸表等の作成基準第5条第2項（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第5条第5項に定める記載の省略が適用されてい

る。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を

果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

要約四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第5条第2項（ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第5条第5項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成することにある。

これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した

内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第5条第2項（ただし、四半

期財務諸表等の作成基準第5条第5項に定める記載の省略が適用されている。）に基づき、継続企業に関する事項を開示す

る必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

要約四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

- 16 -

パーソルホールディングス㈱（2181）　2027年３月期　第１四半期決算短信



（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRL データ及び HTML データは期中レビューの対象には含まれていません。

　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四

半期財務諸表等の作成基準第5条第2項（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第5条第5項に定める記載の省略が適用され

ている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、要約四半期連結財務

諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日まで

に入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第5条第2

項（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第5条第5項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されてい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　・　要約四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手す

る。監査人は、要約四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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